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研究成果の概要（和文）： 
中国では、農民工による集団的労働紛争が頻発している。彼らの多くは労働組合に加入しない
ため、集団的労働紛争の多くが、労働組合のコントロール外で起こっている。中国では、労働
組合が、労働者の利益代表としての機能を十分に果たしていないだけでなく、労使の利益調整
をめぐる紛争解決の法制度が十分に整備されていない。そこで、労働紛争の企業内での調整機
能の強化や未然の予防を目的とした日常的な労使コミュニケーション制度の創設の取り組みが
進められている。 
 
研究成果の概要（英文）： 
China is now experiencing an outbreak of collective labor disputes by rural migrant 
workers. Because most of them are not members of trade unions(which do not really 
function as the representative of labor in China), most of the collective labor disputes by 
rural migrant workers have happened unexpectedly and in a way out of the control of trade 
unions in China. Also, legal procedures for labor dispute resolution have not yet developed 
well. Therefore, China is currently promoting enterprise mediation for labor disputes, and 
is improving daily communication between labor and management to prevent disputes. 
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１．研究開始当初の背景 
申請者は、これまで、中国の労働法、特に、

解雇法制について研究を進め、その中で、中
華人民共和国労働法や中華人民共和国労働
契約法などの主要な労働法制の内容につい
て研究を行い、その過程で、特に、解雇紛争

を中心として裁判例の分析を行ってきた。 
そして、しばしば指摘されることではある

は、法は、その実効性をどのように担保する
かが重要である。中国では、労働契約法や労
働紛争調停仲裁法の制定によって、以前に比
べ、労働者の権利を明確にし、労働者にアク
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セスしやすい紛争処理手続が整備されたが、
それでもなお、あくまでも事後的救済にとど
まり、出稼ぎ労働者（農民工）などの日々の
生活に困窮する者にとって、紛争解決までの
道のりは長い。 
 そこで重要になるのは、使用者による労働
法違反行為を日常的に監視し、是正するシス
テムである。通常、そうした機能は、企業外
においては労働監督行政が、企業内において
は、労働組合が担っている。 
 
２．研究の目的 
本研究では、中国における労働者の権利救

済・擁護の仕組みについて、現行の公的救済
制度として、労働紛争における裁判システム
と労働紛争仲裁システムについて制度の検
討を行い、かかる検討を踏まえ、裁判所の裁
判例と労働紛争仲裁委員会による仲裁例の
分析を行う。また、労働監督行政が中国にお
いてどの程度機能しているかについても検
討を行う。 
 次に、こうした裁判や労働紛争仲裁におけ
る労働組合の機能および労働組合の手続参
与の権利に違反した場合の法的効果につい
て検討する。また、労働組合は企業内の労働
紛争調停の機能も有しており、この点につい
ては、日本だけでなく、中国においても、そ
れほど研究実績がないことから、労働組合の
企業内調停の実態について考察する。さらに、
2008 年年の法改正で、労働組合の労働者に
対する法律扶助制度が定められた。これによ
り、労働組合は、労働者からの法律相談や紛
争解決手続での参与などを広く行うことと
なった。こうした労働組合の新しい動きにつ
いて検討し、その問題点や限界を明らかにす
る。 
 
３．研究の方法 
中国の労働者の権利擁護システムとして、

裁判所、労働紛争調停仲裁、労働監督行政、
労働組合（企業内労働紛争調停委員会）、Ｎ
ＰＯ法人の諸活動、企業の社会的責任（ＣＳ
Ｒ）について、中国での現地調査を行いなが
ら、それぞれのシステムの限界と今後の課
題・発展可能性について検討を行う。特に、
現在、新しい活動として中国で目立ってきた
労働者の権利救済や啓蒙活動を行っている
上海や広州のＮＰＯ法人に着目する。 

また、公的な監督行政や紛争処理手続が十
分機能していない状況において、外資系企業
を中心として、企業の社会的責任に着目して
労働者の権利擁護を図っていくというアプ
ローチは他のアジア諸国にも共通する課題
を克服する手段となりうるか否かについて、
日系企業や中国の研究者に対する聞き取り
調査、文献研究など行いながら、検討を行う。 
 

４．研究成果 
（1）中国における集団的労働紛争の実態 
 2010 年度においては、労働契約法施行後の
状況について、非正規雇用の広がりと集団的
紛争の発生（広州ホンダや中国東方航空のス
トライキ）を取り上げて、研究を行った。 
中国において、集団的労働紛争の実態を統

計的に捉えことは意外に難しい。10 人以上
（かつては 30 人以上）の労働者の紛争につ
いて、労働紛争仲裁委員会での受理件数の統
計はあるものの、これは、同一内容の個別的
労働条件に関する紛争が複数の労働者によ
って主張された場合に、その代表者を決めて、
仲裁等の手続で解決するための便宜的なも
のであり、その実質は個別的労働紛争の集合
体という意味合いを持つ。例えば、労働契約
や労働協約所定の賃金の未払い分を 10 人以
上の労働者が求めるような場合であり、賃上
げのような集団的な利益紛争等を対象とし
た統計データではない。それは、後述のよう
に、そのような紛争の解決手続が十分に整備
されていないからであり、労使の利益対立が、
制度的に認められていないことに起因する。 
しかしながら、現実には、集団的な労働紛

争は発生しているのであり、地方の実情に合
わせて、必要に迫れた地方政府が、独自のシ
ステムで解決に当たっている。具体的には、
労働集約型の製造業が多い広東省を中心と
する華南地域や上海市・浙江省・江蘇省等の
華東地域である。中国国内においても、メデ
ィア等（新聞、インターネット等）の情報を
基に分析・研究が行われている。ただし、メ
ディアでの報道等は、特定の類型企業（例え
ば、日系企業等の外資系企業）や規模の大き
さ等に注目する傾向があり、一定のバイアス
がかかっていることは否定できない。 
中国における集団的労働紛争の実態を概

観してみよう。発生地域からみると、全体の
40％以上が華南地方（特に広東省）であり、
次いで、華中（河南、湖北、湖南）、華東（江
蘇、浙江、上海）が多い。業種でみると、製
造業等の工業が約 60％を占め、次いで交通運
輸が約 30％となっている。紛争の原因からみ
ると、賃金・福利が最も多く、半数以上が賃
金等をめぐるものである。紛争の日数では、
1 日及びそれ以下のものが 38.27％、2～5 日
が 40.74％の一方で、10 日以上のものが
14.81％ある。また、広東省や浙江省、上海
市の労働紛争仲裁機構が受理した紛争のう
ち、農民工によるものが、共通して全体の約
60％を占めていた。一方で、紛争の発生・解
決に当たって、労働組合の関与がみられた事
例はほとんどない。むしろ、広州ホンダの事
例では、地域の労働組合が介入した結果、紛
争がより激化したことが明らかとなってい
る。結果からみると、労働者が賃上げ等の成
果を勝ち取った事例は少なくなく 、こうし



 

 

た成功事例が労働者にとって労働紛争を引
き起こす動機ともなっている。 
 
（2）労働組合と従業員代表大会の機能 

次に、本研究では、工会（労働組合）と並
んで、企業内の労働者の集団的組織である従
業員代表大会制度について、その法律上の地
位・機能・実態について研究を行った。 

労働組合は、法律上、労働協約 の締結主
体としての役割を有し、2003 年 12 月 30 日制
定の「労働協約規定」（「集体合同規定」）で
は、企業と労働者が労働協約を締結する場合、
団体交渉（「集体協商」）の方式を採用すべき
であるとし（4 条）、労働者側の首席代表は、
工会の首席が担当する（20条）。このように、
労働組合は、労働者側の代表としての役割を、
法律上、求められている 。 

ただし、労働組合主席（代表者）は、組合
員や従業員の選挙で選出されているわけで
はなく、その組織の性格を踏まえ、実際にト
ップに立つのが企業側の者（管理職）である
ことを考えると、従業員側の利益が十分に考
慮されているとはいえないと考えられる 。
伝統的に都市戸籍の労働者によって組織さ
れてきた労働者組織である労働組合は、もと
もと農民工（農村戸籍の出稼ぎ労働者）の組
織化に必ずしも積極的ではない。近年では、
農民工問題がクルーズアップされるように
なってきたことから、農民工への組織拡大を
図っているが、農民工自身も労働組合への加
入に消極的であり、工会に対する労働条件改
善の期待も薄い。団体交渉制度を前提として、
労働組合に労働者の利益代表性を発揮する
ような法改正が行われているが、現段階では、
労働組合が労働者の利益代表の主体として
十分に機能していないことが指摘できる。 

これらの研究で明らかになったことは、中
国では、法律上、労働者に様々な権利が付与
されるようになってきており、従業員代表大
会や工会（労働組合）には、法律上、かなり
強い権限が付与されている。しかしながら、
その権利の実効性を高めるためのサポート
体制が不十分であり、特に、工会（労働組合）
などの組織が、労働者の権利や利益の保護に
必ずしも積極的ではなく、組合活動を行った
組合幹部の地位を保障するためのシステム
がないことから、工会（労働組合）に頼らず、
自主的な集団的活動を超すようになってき
ている（非正規労働者や若年労働者による非
公式なストライキなど）。上記の研究では、
今後、中国において、工会（労働組合）をど
のように位置づけ、実際に、労働者代表とし
て積極的に活動することが重要であること
を指摘した。特に、非正規労働者や若年労働
者の利益にも十分配慮した活動が、工会（労
働組合）にも求められよう（そうしなければ、
社会の不安定要因ともなりかねないことも

留意が必要である）。 
 
（3）集団的労働紛争の解決手続 
2011 年度においては、近年注目されている

集団的労働紛争の実情とその解決手続につ
いて、より詳細な研究を行った。中国で頻発
する集団的労働紛争に関して、労働組合（工
会）の法的位置づけ、実際の機能、紛争解決
手続の問題点等について研究を行った。中国
の集団的労働紛争は、労働組合のコントロー
ルの外で、突発的に発生しており、法律上も、
集団的労働紛争の解決手続が整備されてい
るとはいいがたい。なぜなら、社会主義の建
前の下、経済の主体である集団所有制におい
ては、企業の所有者と労働者との間に利益の
対立がないことを前提としており、そうした
国家の制度的に「想定外」の事象について、
法的に制度を整備することは、そうした「想
定外」のことを法的に許容することになり、
社会主義の建前との矛盾をきたすことにな
る。そこで、実態として生じる集団的労働紛
争については、地方の労働行政がケーズバイ
ケースで対応している。 
 労働紛争の解決手続として、2008 年 1 月 1
日から「中華人民共和国労動争議調解仲裁
法」（以下、「労働調停仲裁法」という）が施
行され、同法では、調停（「調解」）と仲裁の
解決手続を定められている。調停は、企業内
に組織される調停委員会を通じた協議・和解
のシステムであり（ただし、企業内に調停委
員会が組織されていない場合には、地域に組
織された人民調停組織や行政機関等が設置
した調停機構を利用する） 、仲裁申請の前
に調停を行うことが原則とされている（労働
紛争における調停前置主義）。企業内の調停
委員会は、労働者代表と企業代表で構成され、
前者は労働組合メンバーもしくは労働者の
推挙する者であり 、後者は企業の責任者が
指定した者である。 
 仲裁は、労働行政部門代表、労働組合代表、
企業側代表（政労使）で組織される労働紛争
仲裁委員会（以下、仲裁委員会という）の下
で行われる紛争解決手続である。労働紛争の
解決は、原則として、三者構成メカニズム
（「三方機制」）による共同解決を目指してい
る（法 9 条）。ここでは、労働組合代表は労
働者側の代表と位置付けることができる。た
だし、実際の紛争解決手続としての仲裁は、
三者構成の仲裁委員会の下に設置された仲
裁機構が実務を担当しており、具体的な仲裁
手続を担当するのは仲裁員である。そして、
実務を担う仲裁機構は、現実には、労働行政
部門の一部であり、仲裁員についても、一定
の資格要件が求められるが（同法 20 条）、そ
の多くは、労働行政機関の公務員である。し
たがって、実質的には行政の役割が顕著な手
続であり、三者構成のうち労使が現実的な役



 

 

割を果たす余地は小さい。 
そして、「労働調停仲裁法」では、「発生し

た労働紛争に関係する労働者が 10 人以上で
かつ共同で申立をする場合、その中から代表
者を選定して、調停・仲裁あるいは訴訟活動
に参加させることができる」（7条）としてい
る。同規定は、これを集団的労働紛争と定義
しているわけではない。むしろ、手続的には、
10 人以上の集団的労働紛争に関して、特別な
手続を用意しているわけではなく、優先的に
迅速に対応することを定めるのみで、基本的
には、個別的労働紛争と同じ枠組で処理する
ことを前提としており、10人以上の集団の労
働紛争を個別的労働紛争の集合体として捉
え、その代表者（場合によっては労働組合も）
を通じて、共通の解決手続の中で解決を図ろ
うとしているものである。 
なお、1993 年 10 月労働部公布の「労動争

議仲裁委員会弁案規則」（労働紛争仲裁委員
会事案処理規則）36 条以下では、30 人以上
の「集体労動争議」事案に対する特別審理手
続が定められ、3 人以上の仲裁員で組織され
る「特別仲裁廷」を組織し（37 条）、労働者
代表と企業代表による協議を通じた自主的
解決を促した上で（41 条）、協議が不調に終
わった場合には、仲裁裁決を出すこととし、
通常の紛争は 60 日以内（30 条）とされてい
る仲裁の期限を 15 日以内（43 条）とするな
ど、通常の手続とは異なり、迅速で柔軟な解
決を図る手続が用意されていた。かかる規定
に基づき、各地方の仲裁委員会は集団的な労
働紛争の解決に当たっていたが、2009 年 1 月
1 日にこの規則は廃止された。そして、同日
より新たに「労動人事争議仲裁弁案規則」が
施行され、同規則は、「労働調停仲裁法」と
同様に、10 人以上の労働紛争について、仲裁
委員会が優先して解決に当たることを規定
しているものの（4条）、特別の手続規定は置
いていない。 
以上の通り、労働組合や従業員代表制度と

いった労働者の利益代表システムが十分に
機能していないこと、権利紛争（労働協約や
労働契約ですでに定められている権利につ
いての紛争）は労働紛争仲裁や裁判を通じて
解決が図られているものの、利益紛争（例え
ば、賃金の引上げとその額の調整）の調整シ
ステムが十分な法整備がなされていないこ
となどを明らかにした。 
 
（4）労働条件基準に関する規制 

さらに、労働紛争の主な原因である賃金や
労働時間に関して、時間外労働やその手当の
未払い問題とその法規制を明らかにするた
めに、労働時間・休憩休日・時間外労働の法
規制について研究を進め、休憩時間の規制が
不十分であること、労働行政による監督が十
分に機能していないことなどを明らかにし

た。 
そして、労働基準の規制、特に労働時間の

法的規制の課題としては、第 1に、休憩時間
に関する規制が不十分であることが指摘で
きる。連続の長時間労働は労働者の健康だけ
でなく、作業能率にも悪影響を及ぼす。法律
レベルで休憩時間に関する規制を設けるこ
とが望まれる。 
第 2に、経済発展に伴い、第 3次産業へ就

業人口が増加しており 、総合計算労働時間
制等の多様な労働時間制度の重要性が高ま
ることが予想される。また、製造業において、
出来高計算制を採っている企業も多いが、そ
のノルマ（計算）の基礎が労働者にとって達
成困難なものも少なくなく、実質的に時間外
労働をしなければならないものの、それに応
じた手当を受領できないともいわれる。この
ように、1日 8時間・週 40時間の労働時間規
制の原則に対して、例外としての特殊な労働
時間制の実施について、法律レベルでの規制
が不十分で、地方行政に委ねられる部分が大
きい実態があり、ルールの明確化が求められ
る。 
第 3に、統計的にみれば、週平均労働時間

は減少傾向にあり、労働時間・休憩等に関す
る労働保障監察機関の解決件数は2009年の3
万 7000 件程度とされているが、労働行政部
門による実際の取締の強化も大きな課題と
いえよう。 
 
（5）ＮＰＯの活動・ＣＳＲの取り組み 
企業の CSR（社会的責任）や企業外の NPO

法人による労働者の権利意識の啓蒙活動に
ついては、文献資料や若干の聞き取り調査を
行ったところ、現段階では、それほど広がり
を見せていないようであることが分かった。
しかし、地方による差が大きく、一部の地方
では、そうした活動がみられることから、今
後、中国全体に広がる可能性はあろう。 
現段階においては、既存の労働組合が、労

働者の代表者・代弁者・保護者となりうるか
については、短期的には難しいといわざるを
えない。こうした労働者の不満を代弁するル
ートとして、労働組合が機能していないとす
れば、他にいかなる組織があるのだろうか。
その可能性として、中国における非政府組織
（NGO）が挙げられる。 
既に中国でも、環境保護や被災者支援等の

様々な分野で NGO が活動している。労働に関
わる分野では、上海や広州などにおいて、農
民工や労働者を支援する NGO が存在する。こ
うした NGO が、企業の現場で労働者の諸権利
についての広報（啓発）活動を行うとともに、
労働者の不満をくみ取り、企業との交渉役を
務めている。例えば、「労働法」や「労働契
約法」が定める権利等を記載した冊子や相談
ホットライン（「熱線」）の連絡先を記載した



 

 

グッズを配布して、農民工をはじめとする労
働者の相談を受けている。こうした労働者の
権利を守る活動を行う NGO の活動は、企業の
社会的責任を名目とした寄付によって支え
られているという。もちろん、これらの組織
が、労働者の不満を事実上代弁することが可
能であっても、集団的労働紛争解決システム
の法的な当事者としての役割は果たすこと
はなお困難といえよう。 
 
（6）労使コミュニケーションの取り組み 

中国では、集団的労働紛争の事後的な解決
だけでなく、紛争の発生及び拡大を防止する
ため、日常的な労使のコミュニケーションを
促進する仕組みの強化に政府の主導の下で
力を入れている。 

つまり、現在の中国では、日常的な労使コ
ミュニケーション制度（「労資対話」・「労資
溝通」）の活性化を通じて、労働紛争の発生
ないし激化の予防を図る動きがみられる。例
えば、第 1 に、CEO 等の最高管理層と労働者
の代表者との交流会（「溝通会」）であり、CEO
をはじめとして各部門の責任者と 80 名の従
業員代表が意見交換を行い、従業員の質問等
に CEO 自身が回答するなどしている。第 2に、
中間管理層の者と従業員との対話集会であ
り、毎月 1回各部門で座談会を開催している。
第 3に、生産ラインの管理者とそのラインの
従業員との対話解であり、毎週定期的に話し
合いの機会を持って、当該管理者に決定権限
がない事項についても、上層部への取り次ぎ
などを行っている。 

特に、新世代農民工の場合、企業に対する
要求も多様化する一方で、労働組合のコント
ロール外で突如して紛争が激化する傾向が
ある。紛争予防の観点からは、常に労働者の
不満に対応できるよう労使のコミュニケー
ションのルートを複数確保することが望ま
れる。 
 
（7）労働行政の機能 

こうした集団的労働紛争の発生の背景に
あるのは、法律上明記された労働時間や賃金
に関する規定が遵守されていないことが指
摘できる。法所定の労働者の権利、特に、労
働時間に関する法的保護、時間外労働手当、
休憩休暇の法制度について研究を行った。さ
らには、こうした法違反を犯した使用者に対
する法的制裁の仕組み及びその実態につい
ても研究を行い、労働行政の機能についても
考察した。 
中国では、労働者の権利・利益の保障を担
保するために、制裁（懲罰）的な金銭支払い
の仕組みがとられており、行政罰としての過
料だけでなく、民事罰的な賠償金、経済補償
金、2 倍の賃金の支払いの方法が法律で定め
られている。例えば、違法な女性労働、労働

者派遣、児童労働については、最高で労働者
1 人当たり 5000 元 の過料が科され、未払い
賃金等に対しては、未払い分に加えて 50～
100％相当額の賠償金の支払いが課される。
この他、別稿で取り上げたように、時間外・
休日労働や休暇日の就労に対して、日本と比
べて高率な割増賃金の支払いも義務付けら
れている 。 
そして、賃金未払いだけでなく、こうした
制裁的な金銭について、労働者は、仲裁委員
会への仲裁申立（及び人民法院への提訴）と
労働行政（労働保障監督）への申告のいずれ
もが可能である 。本来、行政処罰であった
賠償金は、人民法院の民事訴訟でも請求が可
能になるなどの変化もみられる。 
確かに、権利救済の可能性を広げるという意
味では、多様な救済のルートがあることは望
ましいことではあり、例えば、書面労働契約
の締結に当たって、こうした制裁的な仕組み
は、それなりに効果をあげているようである。
しかし、こうした仕組みは、効率的・整合的
とはいえないであろうし、過料や賠償金につ
いては、その額の決定に労働行政や人民法院
の裁量が認められており、実際に、解釈運用
上も混乱しているような状況がみられる。 
 
（8）本研究のインパクトと今後の展望 
 本研究は、近年注目が集まっている中国に
おける集団的労働紛争の実情及びその解決
手続の現状を明らかにし、今後の中国におけ
る労使紛争の解決について、従業員代表や労
使コミュニケーション制度の方向性を示し
た。先進国の多くでは、長い歴史の中で、経
済発展をしつつ、激しい労使の衝突を経験し、
その中で集団的労使紛争の解決手続の制度
を成熟してきたが、急速な経済発展を求める
中国においては、労使紛争を回避しつつ、経
済発展を図るという課題を抱えている。これ
は、他国の状況ではあるが、日本経済の中国
への依存状況を考慮すると、本研究で明らか
にした中国の実情は大きな参考になるもの
と思われる。 
 今後は、実は、いまだ十分に解明されてい
ない中国の労働基準（労働時間、賃金支払い、
労働安全衛生等）の問題に目を向け、その実
態を明らかにする必要があると考える。 
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